
平成１７年２月７日

薬食発第 0207006 号

日本赤十字社血液事業本部長 殿

厚生労働省医薬食品局長

採血時の欧州渡航歴に関する問診の強化について

血液事業の推進については、日頃から格別の御高配を賜っているところであ

る｡

採血時の問診については、変異型クロイツフェルト・ヤコブ病（ｖＣＪＤ）

感染の理論的リスクを踏まえ、当分の間の予防措置として、「採血時の欧州渡

航歴に関する問診の強化について」（平成１５年６月９日付医薬発第 0609002
号貴社社長あて医薬局長通知。以下「0609002 号通知」という。）により、通

算６ヶ月以上の英国滞在歴を有する者からの採血を見合わせる措置を講ずるよ

う要請しており、また、英国で輸血を介したｖＣＪＤの感染疑い事例も発生し

たことにかんがみ、本措置を継続しているところである。

今般、国内におけるｖＣＪＤの発生が確認され、当該患者が過去に１ヶ月の

英国滞在歴を有するとの情報が得られたため、より予防的な対応として、今回

のｖＣＪＤ患者の正確な渡航歴等が判明し、それを基に薬事・食品衛生審議会

安全技術調査会による検討を行うまでの間、暫定的に、0609002 号通知の記載

にかかわらず、１ヶ月以上の英国滞在歴を有する者からの採血を見合わせるよ

う対応をお願いすることとした。今回の措置については、可及的速やかに実施

すべく、貴管下各血液センターへの周知について特段の御配慮をお願いすると

ともに、採血に御協力いただいている方々に対し、今回の措置の趣旨について

深い理解を得るべく十分配慮されるよう併せてお願いする。

なお、今回の措置により採血制限の対象国等は下記のとおりとなるので、参

照されたい。
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記

１ 対象国と滞在歴

採血制限対象国 滞在歴

① 英国 １ヶ月以上

Ａ アイルランド、イタリア、オランダ、スイス、

② スペイン、ドイツ、フランス、ベルギー、ポル ６ヶ月以上

トガル

アイスランド、アルバニア、アンドラ、オース

トリア、ギリシャ、クロアチア、サンマリノ、

スウェーデン、スロバキア、スロベニア、セル

ビア・モンテネグロ、チェコ、デンマーク、ノ

Ｂ ルウェー、バチカン、ハンガリー、フィンラン ５年以上

ド、ブルガリア、ポーランド、ボスニア・ヘル

ツェゴビナ、マケドニア、マルタ、モナコ、リ

ヒテンシュタイン、ルーマニア、ルクセンブル

グ

注）Ｂに掲げる国の滞在歴を計算する際には、Ａに掲げる国の滞在歴を加

算するものとする。

２ 対象時期

１９８０（昭和５５）年以降
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平成１７年２月７日

薬食発第 0207007 号

各都道府県知事 殿

厚生労働省医薬食品局長

採血時の欧州渡航歴に関する問診の強化について

血液事業の推進については、日頃から格別の御高配を賜っているところであ

る｡

今般、標記について別添（写）のとおり日本赤十字社に対し通知したので、

この趣旨を十分御理解の上、関係者への周知について特段の御配慮をお願いす

る。
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平成 17年 4月 1日 
薬食発第 0401016号 

 
日本赤十字社血液事業本部長 殿 
 
 

厚生労働省医薬食品局長 
 
 
採血時の欧州滞在歴に関する問診の強化及び今後の献血の推進について 

 
 

 血液事業の推進については、日頃から格別の御高配を賜っているところである｡ 

  さて、国内において変異型クロイツフェルト･ヤコブ病（ｖＣＪＤ）の発生が確認され
たことを受け、採血時の問診に当たっては、「採血時の欧州渡航歴に関する問診の強化

について」（平成１７年２月７日付け薬食発第 0207006 号貴職あて医薬食品局長通知）
により、暫定的な措置として、１９８０年以降通算１か月以上の英国滞在歴を有する者

からの採血を見合わせるよう対応をお願いしているところである。その後、当該ｖＣＪ

Ｄ患者の欧州滞在歴等に関する調査結果が明らかになったことを踏まえ、薬事･食品衛生

審議会血液事業部会運営委員会において、当分の間の暫定措置として、１日以上の英国

滞在歴を有する者等からの採血を見合わせることとする方針が示されたところである。 

 今般、上記運営委員会の方針に沿った措置を実施した場合の献血確保量への影響等に

関する調査結果を受け､去る３月３１日に、血液事業部会運営委員会・安全技術調査会合

同委員会において更なる検討を行ったところ、今後の献血の受入れについては、新たな

安全性に関する情報が得られるまでの当分の間、予防的な措置を講じる観点から下記１

のとおりとすることとされた。 

 ついては、下記１の措置を可及的速やかに実施するとともに、貴管下各血液センター

への周知について特段の御配慮をお願いする。なお、採血に御協力いただいている方々

に対し、当該措置の趣旨について十分理解されるよう配慮されたい。 

 また、下記１の措置の実施により、血液製剤の供給が滞るおそれがあることから、今

後、下記２のとおり献血推進に必要な方策を積極的に行うようお願いする。これらの方

策については、貴管下各血液センターと十分に連携を図り、その実施に遺漏なきを期す

とともに、その実施状況について随時報告されたい。 

 なお、これに伴い、「献血時の欧州渡航歴に関する問診の強化について」（平成１３

年３月１４日付け医薬血発第９号貴社事業局血液事業部長あて厚生労働省医薬局血液対

策課長通知及び平成１３年１１月１６日医薬血発第６２号貴社事業局血液事業部長あて
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厚生労働省医薬局血液対策課長通知）、「採血時の欧州滞在歴に関する問診の強化につ

いて」（平成１５年６月９日付け医薬発第 0609002 号貴社社長あて厚生労働省医薬局長
通知）及び「採血時の欧州渡航歴に関する問診の強化について」（平成１７年２月７日

付け薬食発 0207006号貴職あて厚生労働省医薬食品局長通知）は廃止する。 
 

記 

 

１ 今後の献血の受入れに当たっては、別表に掲げる欧州滞在歴を有する者からの採血

を見合わせること。 

 

 （別表） 

  滞在国 通算滞在歴 滞在時期 

 

 

 

Ａ 

① 英国、（フランス）（注２） １日以上 

（１９９６年まで） 

６か月以上 

（１９９７年から） 

１９８０年～ 

２００４年 

② アイルランド、イタリア、オランダ、スペイン、

ドイツ、ベルギー、ポルトガル 

６か月以上 

③ スイス ６か月以上 １９８０年～ 

 

 

 

Ｂ 

① オーストリア、ギリシャ、スウェーデン、デンマ

ーク、フィンランド、ルクセンブルグ 

５年以上 １９８０年～ 

２００４年 

② アイスランド、アルバニア、アンドラ、クロアチ

ア、サンマリノ、スロバキア、スロベニア、セル

ビア・モンテネグロ、チェコ、バチカン、ハンガ

リー、ブルガリア、ポーランド、ボスニア・ヘル

ツェゴビナ、マケドニア、マルタ、モナコ、ノル

ウェー、リヒテンシュタイン、ルーマニア 

５年以上 １９８０年～ 

 

 （注１）Ｂに掲げる国の滞在歴を計算する際には、Ａに掲げる国の滞在歴を加算する

ものとする。 

 （注２）フランス滞在歴を有する者については、今後の献血推進策の実施による在庫

水準の変動状況を見つつ、慎重に本措置を実施することとし、当分の間は、本

表に掲げる時期に通算６か月以上の滞在歴を有する者からの採血を見合わせる

こととする。 
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２ 上記１の措置により血液製剤の供給が滞ることのないよう以下の方策を実施するこ

と。 

 （１）貴社血液事業本部における緊急対策本部（仮称）の設置 

 （２）厚生労働省等関係機関との連携による献血の呼びかけ強化及び受入れ体制の整

備（受付時間の延長等） 

 （３）血液センター所長会の緊急開催及び各血液センターへの指導 

 （４）血液製剤の供給に支障を生じる可能性のある水準（在庫の危険水準）の設定及

び当該水準に達した場合の対応に係る体制の整備 

 （５）血液センターごとに在庫状況の迅速な把握を行う体制の整備と在庫状況の関係

者への情報提供 

 （６）血液センターごとに随時在庫不足予報を発出することができる体制の整備 

 （７）在庫不足時には、全国の血液センター間で血液製剤を融通し合う体制の整備 

 （８）医療機関に対する血液製剤の適正使用の要請 
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○採血時の欧州滞在歴に関する問診の強化及び今後の献血の推進について 

 
 

（平成 17年 4月 1日） 
（薬食発第 0401017号） 

（各都道府県知事あて厚生労働省医薬食品局長通知） 
 
 

 血液事業の推進については、日頃から格別の御高配を賜っているところである｡ 

 さて、国内において変異型クロイツフェルト･ヤコブ病（ｖＣＪＤ）の発生が確認され

たことを受け、採血時の問診に当たっては、「採血時の欧州渡航歴に関する問診の強化

について」（平成１７年２月７日付け薬食発第 0207007 号貴職あて医薬食品局長通知）
により、暫定的な措置として、１９８０年以降通算１か月以上の英国滞在歴を有する者

からの採血を見合わせるよう対応をお願いしているところである。 

 今般、上記運営委員会の方針に沿った措置を実施した場合の献血確保量への影響等に

関する調査結果を受け、去る３月３１日に、血液事業部会運営委員会・安全技術調査会

合同委員会において更なる検討を行ったところ、今後の献血の受入れについては、新た

な安全性に関する情報が得られるまでの当分の間、予防的な措置を講じる観点から、別

添（写）の記の１のとおりとすることとし、日本赤十字社に対し通知した。ついては、

貴職におかれてもこの趣旨を御了知の上、関係者への周知について特段の御配慮をお願

いする。 

 また、別添（写）の記の１の措置の実施により、血液製剤の供給が滞るおそれがある

ことから、厚生労働省としては、大臣を本部長とする献血推進本部を設置し、関係省庁、

関係機関との連携の下、献血の確保、血液製剤の適正使用の一層の推進を図ることとし

ている。貴職におかれても、下記のとおり献血の推進及び血液製剤の適正使用の推進に

必要な方策を積極的に行うようお願いするので、貴職を中心とする対策本部の設置、都

道府県行動計画の策定などにより、その実施に遺漏なきを期されたい。実施に当たって

は、別紙を参照しつつ、貴管内の日本赤十字社血液センター、医療機関及び市町村等関

係方面との連携を密にしていただくよう併せてお願いする。また、これらの実施状況に

ついては、今後報告を求めることがあり得るので御了知ありたい。 

 なお、これに伴い、「献血時の欧州渡航歴に関する問診の強化について」（平成１３

年３月１４日付け医薬血発第８号各都道府県衛生主管部（局）長あて厚生労働省医薬局

血液対策課長通知及び平成１３年１１月１６日医薬血発第６３号各都道府県衛生主管部

（局）長あて厚生労働省医薬局血液対策課長通知）及び「採血時の欧州滞在歴に関する

問診の強化について」（平成１５年６月９日付け医薬発第 0609003 号貴職あて厚生労働
省医薬局長通知）及び「採血時の欧州渡航歴に関する問診の強化について」（平成１７
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年２月７日付け薬食発 0207007号貴職あて厚生労働省医薬食品局長通知）は廃止する。 
 

記 

 

１ 健康な献血者の確保 

 （１）若年層を中心とした献血者の確保 

①効果的なＰＲ活動の実施 

②高校生献血の推進 

③献血参加を促すためのボランティア休暇の推進 

④幼・小児期からの献血教育の推進 

 

 （２）献血者の効率的な確保 

①集団献血の推進 

②都道府県、市町村における献血推進協議会の設立・開催及び関係者に対する周

知徹底 

③日本赤十字社の献血推進活動に対する支援（献血会場の提供又はあっせん、検

診医の確保等） 

 

２ 医療現場における血液製剤の適正使用等の推進 

①関係団体を通じた適正使用に係る各種指針等の周知徹底（血液製剤の平均的使

用量など他施設の使用状況も参考とすること） 

②都道府県ごとの輸血療法合同委員会の設置・開催及び輸血療法に関する実態調

査の実施 

③医療監視等を通じた適正使用に係る各種指針等の活用の推進 

 

 
（別添（写）略） 
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2009.07.10 
日本赤十字社血液事業本部 
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新型インフルエンザの蔓延時等における 

献血量の確保について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 




